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資料４

税制調査会「少子・高齢社会における税制のあり方 （抜粋）」
（平成１５年６月１７日答申）

はじめに

（略）

一方、財政については、国の歳出額の約半分しか税収で賄えていない。多額の長期債務

、 。 、残高を抱え 国・地方を通じて財政は危機的状況にある 持続可能な財政の確立に向けて

2010年代のできるだけ早い時期にプライマリーバランスの均衡化を達成することがまずも

って重要であり、そのために着実な財政収支改善努力を行っていく必要がある。今後の高

、 。齢化の進展に伴う年金・医療・介護給付の増大も見込まれ 国民の負担増は避けられない

これからの負担増についての国民の理解を得るためにも、国・地方を通じた徹底した行財

政改革による公的部門の効率化を図ることが大前提となる。

さらに、わが国の構造改革の重要な柱として、地方の自己決定権と自己責任を拡充し、

地方分権の推進を図っていくことが求められている。

（略）

第 一 少 子 ・ 高 齢 化 と 税 制

二 個 別 税 目 の 改 革

１ ． 個 人 所 得 課 税

（５）個人住民税

個人住民税は、地域社会の費用を住民がその能力に応じ広く負担を分任すると

いう性格を有する。同時に、地方公共団体が少子・高齢化に伴い提供する福祉等

の対人サービスなどの受益に対する負担として、対応関係が明確に認識できるも

のである。また、税収入の面で見れば、税源の偏在性が少なく、税収の安定性を

備えているものである。このような性格を踏まえ、地方税の基幹税として充実確

保を図る必要がある。

① 所得割

所得割については、地方税固有の性格も踏まえ、諸控除や非課税所得の縮減な

どを行う必要がある。

② 均等割

均等割の税率は低い水準にとどまっており、人口段階に応じた税率区分の解消

を含め、その水準の引上げを図る必要がある。また、生計同一の妻に対する非課

税措置については、課税の公平の観点から廃止する必要がある。

２ ． 消 費 税

（ ２ ） 今 後 の 検 討 課 題

④ 地方消費税

地方分権の推進、地域福祉の充実等のために創設された地方消費税は、消費に

関連した基準により都道府県間で清算を行うことにより税収の偏在性が少なく、

安定的な基幹税目の一つとして定着し、大きな役割を果たしている。少子・高齢

化等の進展に伴い、今後、福祉・教育等の幅広い行政需要を賄う税として、地方

消費税の充実確保を図っていく必要がある。
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３．法人課税

（ ２ ） 今 後 の 対 応 の 方 向 性

⑤ 法人事業税への外形標準課税の導入については、平成15年度税制改正におい

て、資本金１億円超の法人を対象として、外形基準の割合を４分の１とする外

形標準課税制度を創設し、平成16年度から適用することとしたところである。

今後、納税義務者となる法人への周知徹底を図るなど、この制度の定着に努め

ていくことが必要である。

５ ． 個 別 間 接 税

、 。個別間接税については 消費税が導入された際に整理・簡素化された経緯がある

しかしながら ライフスタイルの多様化 経済のサービス化等社会情勢の変化を踏ま、 、

えれば 地方の課税自主権の活用も含め 新たな課税の可能性を検討していくことも、 、

必要である。

第 二 地 方 分 権 と 税 制

一 基本的考え方

地方税は、地域における行政サービスの経費を地域住民がその能力と受益に応じて負

担し合うことが基本である。このことから、応益性を有し、薄く広く負担を分かち合う

ものであること、さらに、地域的な偏在性が少なく、税収が安定したものであることが

望ましい。一方、地方税の現状を見ると、国と地方の歳出純計に占める地方の歳出の割

合は約63％であるのに対し、租税総額に占める地方税の割合は約42％であり、地方の歳

出規模と地方税収入が乖離している。

そのような中、少子・高齢社会を迎えたわが国の構造改革の重要な柱として、地方分

権を推進し、自立した国・地方関係を確立し、活力と個性のある地域社会を実現してい

くことが求められている。地方の自律性を高めるためには、市町村合併の推進や地方歳

出に対する国の関与の廃止・縮減などによる地方行財政の効率化が不可欠である。この

ことを前提に、地方公共団体が一層の情報開示を進め、受益と負担の対応関係を意識し

つつ自らの責任と判断で地域のニーズに応じた行政サービスを実施できるよう地方税等

の自主財源を中心とした歳入基盤を確立することが必要である。

二 今 後 の 対 応 の 方 向 性

いわゆる三位一体の改革については、国と地方の役割分担を見直し、国庫補助負担金

の整理・合理化や地方交付税の財源保障機能のあり方を検討し、税源移譲を含め国と地

方の税源配分のあり方について根本的に見直すべきである。その際、国・地方それぞれ

の財政事情や個々の自治体に与える影響を考慮に入れる必要があろう。

また、地方分権一括法による課税自主権の拡大を契機として、法定外税や超過課税の

活用の動きが活発化している。主要な税源は国・地方の法定税目とされていることなど

から、現行の枠組みでの課税自主権の活用による地方税源の充実には限界がある。

、 、課税自主権の活用は 地域における受益と負担の関係の明確化につながるものであり

これを更に活用しやすくなるよう検討を進める必要がある。課税自主権の活用に当たっ

ては、公平・中立などの税の原則に照らし十分な検討が行われることが望ましく、住民

と正面から向き合い、自らの責任と負担で施策を進める姿勢が求められる。


